
（別紙Ｂ）
誓　　　　約　　　　書

私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　自己または団体の構成員が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

令和　　年　　月　　日
佐賀県知事　様

　　　　　〔事業実施主体の住所又は事務所所在地 〕

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　

　　　　　〔団体名、代表者の役職名、氏名及び生年月日 〕
　　　　　　（ふりがな）
団体名　　　

（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　        　　
役職名

（ふりがな） 
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　       　

　　　　　　　生年月日　（昭和・平成）　　年　　月　　日

注　１　氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の氏名の
自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。
２　申請者が法人の場合にあっては、担当部署の責任者 及び担当者の所属部署、役職、氏名及び
連絡先を確認することができる書面を添付すること。ただし、他の方法により申請の確認を行う
ことができる場合は、この限りでない。
３　個人申請の場合、団体名及び役職名の項は記入不要。
県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。
この様式に記載された個人情報は、佐賀県気候変動対応緊急支援事業に関する事務の目的を達成するため及び誓約事項の確認のために使用します。





（別紙Ｃ）
年　　月　　日
佐賀県知事　　　　　　様

所在地
氏名　（※１）

令和　年度佐賀県気候変動対応緊急支援事業　誓約書

私は、次の事項を厳守することを誓約します。

１　本事業により導入する資機材については、既存の資機材からの同規模、同能力への更新ではありません。

２　本事業において、補助事業を活用して導入した既存設備の交換を行う場合は、当該事業において財産処分の制限を受ける期間を経過しています。
（※高機能被覆資材、イチゴ冷蔵処理システム、イチゴ育苗方式の転換に必要な設備が対象）

３　本事業により取得した機械等について、処分の制限を受ける期間中は対象事業の計画通りに使用し、他用途には使用しません。

４　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、自身で負担します。

５　交付決定を受けた補助金額が割当内示額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議はありません。

６　補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類について、補助事業完了後５年間適切に保管します。

７　その他不明な点は、佐賀県に相談の上、対応します。

　なお、虚偽の申告又は補助事業の趣旨に反する事実が判明した場合には、補助金の返還等、いかなる措置が講じられても異議を申し立てません。

※１）氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。
　　　なお、事業実施主体代表者ではなく、受益農家それぞれが自署すること。
この様式に記載された個人情報は、佐賀県気候変動対応緊急支援事業に関する事務の目的を達成するため及び誓約事項の確認のために使用します。


